






     資料編2       

（2）掛川市の住宅の所有区分

　平成25年住宅・土地統計調査によると、掛川市の住宅の所有関係は、持ち家が

28,340戸、住宅総数に占める割合は約72％です。

表1　掛川市：住宅の所有区分

 
  

 

 

 
 

 

出典：「平成25年住宅・土地統計調査結果」（総務省統計局）
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１.現状

（1）静岡県・掛川市の空き家総数及び空き家率の推移

　平成25年住宅・土地統計調査によると、静岡県の空き家総数は270,900戸、空き家

率（住宅総数に占める空き家の割合）は16.3％で、全国の空き家率13.5％と比べて高

い水準になっています。また、空き家総数及び空き家率は、平成10年以降増加傾向

が続いています。

　掛川市の空き家の総数は6,760戸、空き家率は14.6％であり、静岡県の16.3％と比

べると、やや低いものの、全国と比較するとやや高い水準となっています。

図1　静岡県：空き家総数及び空き家率の推移

図2　掛川市：空き家総数及び空き家率の推移

出典：「平成25年住宅・土地統計調査結果」（総務省統計局）

出典：「平成25年住宅・土地統計調査結果」（総務省統計局）
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　戸建て住宅のうち、「その他の住宅」に分類される1,890戸の維持管理の状態をみ

ると、「腐朽・破損あり」が520戸、「腐朽・破損なし」が1,360戸となっており、空

き家総数のうち13.6％に何らかの腐朽や破損がみられる状態となっています。

　

　現状では、全空き家の約1割に何らかの腐朽、破損がみられますが、今後、空き家

が放置され続けた場合に、腐朽、破損のある空き家数は増加する可能性が高いといえ

ます。

　戸建住宅の空き家のほとんどがその他空き家であり、戸建住宅の流通がないことが

分かります。一方、共同住宅の空き家は大半が賃貸用住宅となっており、住宅ストッ

クが余っている状態です。

表3　掛川市：空き家の腐朽・破損のある割合

図4　県内：空き家の腐朽・破損のある割合

出典：「平成25年住宅・土地統計調査結果」（総務省統計局）

出典：「平成25年住宅・土地統計調査結果」（総務省統計局）
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（3）利用用途別の空き家の内訳

　住宅・土地統計調査では、空き家を「二次的住宅（別荘等）」、「賃貸用の住宅」、

「売却用の住宅」、「その他の住宅」の4つに分類しています。「賃貸用の住宅」「売

却用の住宅」「二次的住宅」は、中古・賃貸市場での流通を前提としているため、所

有者や管理者による「適正な管理」が期待できます。しかし、「その他の住宅」は必

ずしも住宅としての利用を前提としていないことや所有者不明等により、「適正な管

理」が難しく、それが問題となっています。

　掛川市の「その他の住宅」は、「賃貸用の住宅」に次いで多くなっており、平成20

年から平成25年で減少してはいますが、空き家全体の28.0%（1,890戸）を占めてい

ます。

　

図 3　掛川市：空き家の利用用途別内訳

出典：「平成25年住宅・土地統計調査結果」（総務省統計局）

　種　　類　　　　　　　　　　　　　　　　　内　　　　　容

二次的住宅� 【別　荘】週末や休暇時に避暑・避寒・保養等の目的で使用された住宅で、普段は

� 　　　　  人が住んでいない住宅

� 【その他】普段住んでいる住宅とは別に、残業で遅くなった時に寝泊りする等、時

�              々 寝泊りしている人がいる住宅

賃貸用の住宅� 新築・中古を問わず、賃貸のために空き家になっている住宅

売却用の住宅� 新築・中古を問わず、売却のために空き家になっている住宅

その他の住宅� 上記以外の人が住んでいない住宅で、例えば、転勤・入院等のため居住世帯が長

� 期にわたって不在の住宅や建替え等のために取り壊すことになっている住宅等

� （注：空き家の区分の判断が困難な住宅を含む。）

　
出典：「平成25年住宅・土地統計調査結果」（総務省統計局）

表2　住宅・土地統計調査における空き家の分類
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（5）年齢3区分別人口及び高齢化率、高齢世帯数の推移・推計

　掛川市の人口は平成17年をピークに減少へ転じ、平成22年時点で総人口は、約

116,400人、高齢化率は、22.1％となっています。

　平成22年までの統計を基にした推計によると、30年後（2040年）の総人口は、

95,600人、高齢化率37.1%と見込まれ、人口減少と高齢化が進行すると見られていま

す。

　静岡県全体の高齢世帯総数は、2025年にピークを迎えると見られていますが、高

齢単身世帯は年々増加傾向にあります。高齢化率の上昇が予想される掛川市において

も、同様の傾向が想定され、今後、空家等の急増が予想されます。

　

　

出典：第２次掛川市総合計画（掛川市）

図6　掛川市：人口の推移

図7　静岡県における高齢世帯総数及び高齢単身世帯数

出典：国立社会保障・人口問題研究所
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（4）中古住宅の普及状況

　平成25年 住宅・土地統計調査によると、持ち家として取得された戸建て、長屋建

ての中古住宅の割合は、4.8％となっています。住宅総数における中古住宅数は増加

傾向にありますが、中古以外の住宅は中古住宅の約20倍であることから、中古住宅

の流通が促進されているとはいえません。

　一方、全国の戸建て、長屋建ての持ち家戸数そのものは増加傾向にあるものの、中

古住宅の流通は減少傾向にあります。

　今後、さらに中古住宅を流通させ、活用を図るためには、良質な中古住宅（空き家）

及び流通経路の確保が必要であると同時に、流通を一層促進していくための体制づく

りが必要であると考えられます。

図5　掛川市：持ち家として取得された中古住宅数の推移

「平成25年住宅・土地統計調査結果」（総務省統計局）

720 1, 090 1, 360 

17, 700 

24, 740 
26, 790 3.1%

4.2%

4.8%

0. 0%

1. 0%

2. 0%

3. 0%

4. 0%

5. 0%

6. 0%

0

5, 000

10, 000

15, 000

20, 000

25, 000

30, 000

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成15年

中古以外 中古住宅数 中古住宅の割合

平成20年 平成25年

持
ち
家
取
得
数

中
古
住
宅
の
割
合

（戸）



     資料編８      

　掛川市内には、65歳以上の単身世帯、65歳以上の夫婦世帯は合計で6,270世帯あり、

そのうち5,640世帯が持ち家となっています。65歳以上の夫婦世帯では賃貸用の住宅

割合は約2%に対し、単身世帯では賃貸用の住宅割合が約20％と高くなっています。

図9　掛川市：高齢者世帯の住宅所有状況

出典：「平成25年住宅・土地統計調査結果」（総務省統計局）

出典：「平成25年住宅・土地統計調査結果」（総務省統計局）
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表4　掛川市：高齢者主世帯の住宅所有状況
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（6）年齢別住宅の種類及び高齢世帯の住宅所有状況

　平成25年 住宅・土地統計調査によると、高齢世帯主の95%が戸建て住宅に居住し

ています。戸建住宅の取得は、結婚・子育て世代の25歳～34歳で約30%、小中学生

の家族構成世代の35歳～44歳で約60%、高校生以上の家族構成世代の45歳～54歳で

約80%となっています。

　世帯年齢別の住宅の種類は、世帯主の年齢が上がるに従い、戸建て住宅の割合が増

加しています。25歳未満が世帯主の場合、そのほとんどが共同建て住宅となってい

ます。年齢が上昇し、家族構成及び生活様式の変化に伴い、戸建て住宅の割合が増加

しているよう窺えます。

　今後、空き家予備軍及び空き家は確実に増加すると考えられます。空き家の発生は

転居に起因する場合と、世帯分離後の高齢世帯の死亡による場合が多いと考えられま

す。

　掛川市内の高齢者は持家率が高く、その多くは戸建て住宅に居住しており、単身世

帯数、高齢単身世帯数は全体増加率より高い増加傾向であるため、今後、現在の傾向

が継続すれば掛川市全体で加速的に戸建て空き家が増加していくと考えられます。

　これらの空き家予備軍に対して、高齢者の持家を将来的に身内が活用したり、期限

付きで若者に賃貸したりするなど、空き家予備軍の発生を抑制する取り組みが求めら

れます。

　また、親世帯と子世帯が離れて暮らしていることも問題であり、二世帯住宅、三世

帯住宅を掛川市として推奨していく必要もあります。

図8　掛川市：世帯主の年齢別住宅の種類

出典：「平成25年住宅・土地統計調査結果」（総務省統計局）
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　掛川市内の建築時期が平成17年以前（集計時期が同じ）の住宅を比較すると、５年

間で4,140戸（総世帯数の約10%；赤枠内）が撤去又は建替（赤枠内）が行われ、平

成18年から平成25年９月までの期間で5,140戸（総世帯数の約13%；青枠内）が建設

され、５年間で約1,000戸増加しています。

　5年間の新設住宅減少率及び撤去・建替え水準が継続した場合、下記の住宅ストッ

ク数の変化が想定されます。

　住宅需要　増：約4,470世帯（5,140×0.87）／５年が建設

　　　　　　減：約4,110世帯（平成27年世帯数41,050×0.10）／５年が撤去・建替

　掛川市の住民移動をみると、近年は転出超過状態です。１世帯当たり人口（2.8人/

世帯）から試算すると、平成25年では転入が3,638人（約1,300世帯相当）、転出が

3,664人（約1,310世帯相当）です。

　住宅需要　　増：約1,300世帯（3,638÷2.8）／年が転入

　　　　　　　減：約1,310世帯（3,664÷2.8）／年が転出

　　　　　　　

図11　掛川市：転入転出数の推移

出典：「平成25年住宅・土地統計調査結果」（総務省統計局）

表6　掛川市：住宅棟数の推移

出典：第2次掛川市総合計画
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 （7）今後の住宅需要と空き家発生

　平成26年新設住宅のうち、持家着工戸数は約278，000戸、総数の約32%を占めてい

ます。

　野村総合研究所によると、人口・世帯数、経済成長、住宅ストックを基に算出した

新設住宅着工戸数は、平成42年（2030年）までの各5年間で約15～20%ずつ減少する

と見込んでいます。

図10　建築着工数

出典：建築着工統計（国土交通省）、推計（野村総合研究所）

出典：建築着工統計（国土交通省）

表5　再建築戸数時系列
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　掛川市は、今後さらに高齢化が見込まれる中、高齢単身世帯数（ピンク枠内）及び

高齢者主世帯に占める割合（緑枠内）も増加する見込みです。平成22～27年までの

変化が継続すれば、高齢単身世帯数（ピンク破線枠内）はさらに増加する見込みです。

　平成22～27年までの変化では、85～89歳以上の５歳階級では減少（＝居住者不在）

しており、空き家発生に繋がるものといえます。今後も同様の水準が継続すれば、5

年後（平成32年）までに約440世帯、10年後（平成37年）までに約990世帯、20年

後（平成47年）までに約2,770世帯（青枠内）が一時的な増加を含めて、空き家が発

生する見込みです。

　

空き家・空き室　　　減：約  440世帯／５年で居住者不在

　　　　　　　　　約  990世帯（440+550）／10年で居住者不在

　　　　　　　　　約2,770世帯（440+550+760+1,020）／20年で居住者不在

出典：平成27年国勢調査（総務省）

表9　掛川市：高齢単身世帯数の現状・今後の推計及び高齢単身世帯に関わる空き家発生見通し
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　掛川市の自然動態をみると、近年は死亡超過状態です。平成25年では出生が1,080

人、死亡が1,156人です。

　自然動態全体では、「死亡」と「世帯数」の関係を把握できないため、高齢単身世

帯に着目します。

表7　人口及び世帯数の推移

出典：第２次掛川市総合計画（掛川市）

　平成25年住宅・土地統計調査によれば、掛川市の空き家のほとんどは賃貸用住宅、

共同住宅となっています。平成10年から住宅総数は世帯数を上回っており、常に空き

家が発生している状態であり、賃貸用住宅が供給過多であると判断できます。

　掛川市としては、賃貸用住宅のさらなる増加は空き家発生の発端であると認識し、

共同住宅の建築抑制を施策として推進していきます。

表8　自然動態の推移

出典：第２次掛川市総合計画（掛川市）
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出典：掛川市中心市街地活性化基本計画（平成27年4月）

図13　空き店舗等の分布
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（8）中心市街地における空き地及び空き店舗

　中心市街地には、空き地や空き店舗が年々増加し、歩行者通行量は減少している現

状があります。

　商店街の多くは、高度経済成長期に店舗併用住宅として建築され、老朽化が進んで

います。生活様式の変化で所有者の郊外移住と同時に後継者不足が進行、その結果

「住宅」「店舗」ともに使用されず空き店舗となっているのが現状です。また、一般

的に所有者が第三者への賃貸を望まないケースが多いといわれており、空き店舗を解

消するためには、所有者に対する啓発が重要であるといえます。

　大規模な平面駐車場や空き店舗、空き地の放置は、さらなる中心市街地の衰退を招

きかねません。活気ある掛川市の玄関口を形成するためには、それらの土地を有効に

活用する必要があり、空き店舗、空き地の抑制とともに、まちなかの賑わい創出、居

住推進、交流人口増加に向けた機能集約と空き地、空き店舗所有者への取り組みが求

められます。

　また、中心市街地の営業店舗は、全体として「飲食料品小売業」は少なく、夜型を

中心とした「その他飲食店」が全体に数多く立地しています。したがって、日用品等

の購入に訪れる購買者は少なく、中心市街地への求心力が低下しています。最近では

we＋138が平成27年に出店し、新たな動きもみられます。

　

　 

　

出典：掛川市中心市街地活性化基本計画（平成27年4月）

図12　掛川市：中心市街地小売店舗数

表10　掛川市：中心市街地における空き店舗数の推移

（店舗数）

出典：掛川市中心市街地活性化基本計画（平成27年4月）
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表11　空家候補の建物用途内訳






